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「国内株式市場の大幅下落について」

2020年2月28日

出所：日本経済新聞社、東京証券取引所、S&Pダウ・ジョーンズ・インデックス、FACTSET、Bloombergのデータをもとに、T&Dアセットマネジメントが作成
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日経平均株価とTOPIXの推移
（2019年10月1日～2020年2月28日、日次）（円）
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＜市況＞

2月28日の国内株式市場では、日経平均株価が前営業
日比805.27円安の21,142.96円で取引を終えました。

同日の下落率が前営業日比で約3.7％の下落、年初来で
は約10.6％の下落となりました。

個別銘柄では、ユニチカ（前営業日比約9.7％下落）、ミネ
ベアミツミ（同約7.3％下落）、大平洋金属（同約7.1％下落）
などが相対的に大きく下げました。

セクター※別では、不動産業（同約5.6％下落）、情報・通
信業（同約4.8％下落）、水産・農林業（同約4.5％下落）など
が下げを主導しました。

※セクターは東証33業種分類

＜背景＞

2月28日の国内株式市場の下落には、主に以下の要因
があげられます。

・ 新型コロナウイルスの感染拡大が世界経済に与えるダ
メージへの警戒感が広がったこと

・ 米国株安や円高推移などを受けて企業業績に対する懸
念が強まったこと

＜今後の見通し＞

足許の新型コロナウイルスの感染地域の拡大を背景に、
世界の主要株価指数が急落し、国内株式市場も大きく下
落しました。その結果、国内株式市場の12ヵ月先予想
PER※（株価収益率、TOPIXベース）は13倍割れとなり、既
往の割高感は薄れています。ただし、新型コロナウイルス
の新規感染者が中国以外の国・地域で半数以上を占める
ようになっているなど、新たな感染拡大局面に移行してい
ることから、今後企業収益への波及が懸念される中にあっ
ては、割安感が生じているとは言い難い状況にあります。
新規感染者数の動向によっては、国内株式市場が更に下
落する可能性には注意が必要とみています。

※PER（株価収益率）は、株価が割安か割高かを判断するための
指標
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